
国 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

日経平均株価 20,132 0.9% 2.0% 5.3%
東証株価指数（TOPIX） 1,611 1.0 2.3 6.1
東証REIT指数 1,724 -0.8 -1.3 -7.1
米ダウ平均株価 21,394 0.0 1.8 8.3
米S&P500指数 2,438 0.2 1.4 8.9
米MSCI REIT指数 1,171 0.0 1.8 2.1
MSCI ワールド（先進国） 1,925 0.1 0.9 9.9
MSCI AC欧州 451 -0.3 -1.2 13.0
MSCI エマージング 1,011 0.9 0.7 17.3
MSCI ACアジア（日本を除く） 627 1.2 2.3 22.0
外国為替市場（対円）

通貨 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

米ドル 111.28 0.4% -0.2% -4.9%
ユーロ 124.50 0.3 -0.5 1.2
豪ドル 84.22 -0.3 0.7 0.0
ニュージーランド・ドル 81.06 0.8 3.2 0.1
ブラジル・レアル 33.29 -1.2 -2.2 -7.4
メキシコ・ペソ 6.18 -0.1 2.3 9.6
トルコ・リラ 31.71 0.2 1.3 -5.2
南アフリカ・ランド 8.61 -0.5 -0.3 0.9
中国人民元 16.27 0.1 0.1 -3.2
インドネシア・ルピア (x100) 0.84 0.2 -0.2 -3.7
国債市場（利回り、%）

国 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

米国10年 2.14 -0.01 -0.11 -0.30
ドイツ10年 0.26 -0.02 -0.15 0.05
日本10年 0.06 0.00 0.00 0.01
ブラジル2年 9.19 -0.04 -0.65 -1.84
メキシコ2年 6.53 -0.32 -0.59 -0.26
トルコ2年 11.10 0.00 -0.09 0.47
インドネシア2年 6.46 0.03 -0.13 -1.00
その他

商品 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

金先物（ﾆｭｰﾖｰｸ、期近物） 1,256 0.0% 0.0% 9.1%
原油先物（ﾆｭｰﾖｰｸ、期近物） 43 -3.9% -16.3% -19.9%
VIXボラティリティ指数 10.0 -3.5% 0.0% -28.6%
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200日移動平均 

日経平均株価の推移 
（円、2016年7月1日~2017年6月23日） 

ドル・円相場の推移 
（1ドル=円、2016年7月1日~2017年6月23日） 

米国2年国債・10年国債利回りの推移 
（2016年7月1日~2017年6月23日） 

Q. 先週の主なイベントは？ 
• 6月23日      ユーロ圏:6月Markit製造業PMI速報、実績57.3、前月57.0 
• 6月23日      米国:6月Markit製造業PMI速報、実績52.1、前月52.7 

Q. 先週の日本株式市場の動きは？ 
米国の金利上昇に伴うドル高・円安が好感され、日経平均株価は20日の終
値で20,230円をつけ、1年10ヵ月ぶりの水準を回復した。その後は、やや円
高・株安の展開となったが、週末時点でも2万円台を維持している。 

Q. 今週の主なイベントは？ 
• 6月30日      中国:6月製造業PMI、市場予想51.0、前月51.2 
• 6月30日      ユーロ圏:6月消費者物価指数速報、市場予想前年比+1.2% 
• 6月30日   米国：5月PCEコアデフレーター、市場予想前年比+1.4% 

Q. 相対的にも高い上昇が続く新興国株式の今後の注目点は？ 
• 【新興国株式は力強く上昇】 新興国株式の前週末時点の年初来の騰落

率は17.3%と、先進国株式の9.9%よりも高い上昇を見せている（※右表
上段を参照）。また、新興国株式の中でも、業績見通しの上方修正が大き
いITセクターや、同セクターのウェイトが高いアジア株式（除く日本）が、相
対的に堅調に推移している（※下図を参照）。 

• 【新興国株式の見通しと注意点】 以下に記載する「サポート要因」から、
新興国株式は引き続き堅調に推移すると見ているが、「リスク要因」が顕
在化する場合は、一時的に調整する局面が訪れる可能性もあると考える。 

• サポート要因①： GDP成長率や物価、経常収支などのマクロ経済指標
や企業業績見通しなどのファンダメンタルズは、引き続き良好と見る。 

• サポート要因②： 米国の低成長と低インフレの継続による、米国の長期
金利の低位安定がもたらす、「リスクオン」と「ドル安」の環境下で、新興国
資産への資金流入が続くと考えられる。 

• リスク要因①： 原油の供給過剰や中国経済の減速に対する懸念から、
足元では、資源価格が軟調に推移している。今後、ニューヨークの原油先
物価格が1バレル＝40ドルを割る局面や、中国経済が一段と減速する局
面があれば、資源国を中心に新興国株式の下落圧力が高まると見る。 

• リスク要因②： ITセクターの株価上昇をけん引する、半導体関連銘柄の
市場の業績見通しが、やや強気過ぎる可能性があると考える。今後、米
中の景況感とともに、半導体の売上高などが減速するリスクがあると見る。 
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新興国株式のパフォーマンス 

出所：MSCI、Bloomberg、J.P. Morgan Asset Management 
注：期間は、2017年初～2017年6月23日。各指数の2016年12月30日時点の値を100とする。 
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出所： Bloomberg, J.P. Morgan Asset Management 
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